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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文は，アメリカ決済システムの歴史的な発展過程を、19世紀後半の遠隔地間取引における小切手決済の普
及から、1913年の連邦準備制度における小切手決済システムの改革を経て、1970年代以降のエレクトロニック・
ファンド・トランスファ(EFT)の採用による決済システムの多様化までに亘って論じたものである。それぞれの時
期における中心問題と考えられる点を取り上げたので、概説的なアプローチはとっていない。特に歴史的な問題
を扱った部分（第1章から第5章まで）では、決済システムの展開過程を、遠隔地間取引における小切手決済の
進展と、それに伴う小切手取立の制度的・機構的な改革という観点から論じた。 
 本論文の構成を簡単に示すと、次のようになる。 
 第1章について。19世紀前半にすでに都市部では市内決済に小切手が相当使われていたが、遠隔地間取引にお
いては送金手段として主に為替手形や銀行為替が用いられていた。しかし1880年代から90年代になると、遠隔
地間決済においても小切手が銀行為替に代替していくことになるが、第1章では、銀行為替から小切手への移行
を当時の銀行の帳簿にもとづいて明らかにした。遠隔地間決済において小切手が普及することによって、今日の
アメリカにおける小切手を中心にした決済システムの原形が形成されたといえる。 
 第2章では、アメリカの小切手決済システムの効率的な運営にとって障害となっていた、小切手の支払銀行に
よる為替手数料の徴収という慣行を廃止して、額面取立制の確立を目指した19世紀末の民間銀行による小切手取
立制の改革を取り上げた。それと同時に、小切手取立において中心的な役割を果たす銀行間コルレス関係の形成
について、当時の銀行の史料にもとづいて論じた。 
 第3章では、金融恐慌時に遠隔地間決済システムの機能が停止し、商取引に大きな障害が発生した問題を、1893
年の金融恐慌時のシカゴ内国為替市場におけるニューヨーク為替相場の大幅なディスカウントという事態に焦点
を当てて論じた。その際、ニューヨーク為替相場の現送費を超えるディスカウントがニューヨークの銀行におけ
る現金支払停止を原因とすることを明らかにした。 
 第4章では、第2章でみた、民間銀行による小切手取立制の改革が地域的なものに限定されていたため、議会
と政府による改革が試みられ、最終的に1913年の連邦準備法の制定によって、連邦準備銀行による全国的な小切
手取立制が成立し、中央銀行が決済システムに深く関わるという、今日のアメリカ決済システムの基本的枠組み
が形成されたことについて論じた。 
 第5章では、19世紀以来の商慣習法では小切手取立リスクを銀行が負っていたが、連邦準備制度の成立ととも
に、取立リスク負担者が銀行から預金者に移った問題について論じた。 
 第6章では、1970年代に、従来決済業務を独占していた商業銀行以外に、各種貯蓄金融機関（貯蓄貸付組合、
相互貯蓄銀行、クレジット・ユニオン）が決済業務に参入して、この部面での競争が激化するとともに決済シス
テムの多様化が進展した問題を論じた。特に、この頃開発されたエレクトロニック・ファンド・トランスファ(EFT)
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が決済業務をめぐる競争において重要な役割を果たした点を重視した。 
 第7章では、1970年代以降の金融取引の拡大によって大口EFTの決済額が増加し、それとともにシステミック・
リスク顕在化の影響が深刻になってきた問題を取り上げた。特に、フェッドワイア、CHIPS、株価指数先物取引決
済システムを例にとって、各決済システムにおけるリスクの性質、決済リスク対策､及び規制当局によるプルーデ
ンス政策について論じた。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の要 旨 
本論文は、国法銀行の開業以後、米国の国内決済制度の形成と発展を分析した金融史である。しかも決済制
度の中心であるニューヨークやシカゴからではなく、地方から見た米国金融史ということができる。これが第
1の特徴である。資料の蓄積が豊かな中心都市と異なり、未開拓分野であるため、執筆者は現地におもむき、
地方銀行の銀行帳簿を精査した。その作業がユニークな研究として結実した。 
第2に、本論文は小切手より見た金融史と特徴づけることができる。従来、連邦準備銀行の成立はグラス・
スティーガル法、アコードの成立などに優るとも劣らぬ金融史研究の重要なテーマと考えられてきた。多くの
場合、連邦準備銀行は、銀行券流通、および最後の貸し手という資金供給の問題として研究されてきた。だが
本論文は、小切手による遠隔地間決済制度、言い換えると内国為替制度の形成が連邦準備銀行の成立とどのよ
うに関連するか、すなわち連邦準備銀行はどのように内国為替制度の頂点に立つようになったかを明らかにし
ようとする。ここに第2の特徴がある。 
本論文は2部分に分けることができる。前半（第1～5章）においては、為替手数料、小切手額面取立制をキ
ーワードに、米国の決済制度の発展を跡付け、米国の銀行制度の形成プロセスと特性とを明らかにする。前半
部分に本論文の特徴があり、また学界への大きな貢献がある。審査はこの部分を主な対象とした。後半（第 6
～7章）は、70年以降の決済システムの変化、発展を分析している。 
遠隔地間の決済は、為替手形による取立か銀行為替による送金のいずれかによって行われることが多い。米
国の場合、南北戦争後（国法銀行成立後）、銀行券に代わり小切手による支払いが慣習となり、小切手が遠隔地
間決済にも用いられるようになった。本論文はその過程および理由を、為替手数料を送金者でなく銀行が負担
するようになったことに焦点を当て、現地の銀行の史料を調査し、実証している。第1章、第2章に見られる
ように、一次資料を利用した詳細な検証は本論文の最大の特徴である。 
小切手による送金はのちの銀行間の銀行為替による送金（決済）によって補完される。単一銀行制度をとっ
ている米国では、銀行間の決済は、コルレス勘定によって行われた。決済の多寡からコルレス関係の頂点には
中央準備市銀行が立つ。このもとでは、銀行間決済に伴う為替手数料は中央準備市銀行と準備市銀行によって
負担され、銀行の収益を圧迫した。この解決のために、送金者に為替手数料を課すという措置への逆戻りなど
紆余曲折を経て、連邦準備銀行（以下連銀）が設立された。連銀は、加盟銀行から小切手を受け入れ、銀行準
備を保有するとともに、小切手の取立に直接かかわり、しかも額面で取り立てることになった。連銀の創設後
は、連銀における準備金の振替によって銀行間債権債務を清算することができ、小切手は額面どおり流通する
こととなった。連銀の必要性については、恐慌期においても流通する国民的信用に裏付けられた銀行券の発行
という視角から議論されることが多いが、決済制度という角度から中央銀行の必要性を論じたところに本論文
の特徴がある。 
後半（第6、7章）においては、第6章で、70年代の金融革命による貯蓄性預金への決済性の付与、S&Lによ
る決済業務への進出、クレジット・カードなどの決済手段の多様化を扱っている。それらが小切手による決済
制度を侵食し、銀行の地位と役割の変化を促すことを論じている。第7章は決済リスクを扱っているが、現行
制度の解説と制度上の未整備を指摘するにとどまり、問題の設定までには至っていない。とはいえ、本論文後
半の現行制度の解説は、前半で論じられた決済制度の特性を浮き立たせ、また制度の発展のさしあたりの到達
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を示すものとして有益である。 
以上のように、本論文は従来の研究とは異なる視点から米国の銀行制度の形成と特性とを明らかにするもの
であり、米国金融史の空白を補うものである。また決済制度から見た銀行制度の特性という新たな研究分野を
開拓したということができ、高い評価を与えることができる。審査委員会は全員一致して、本論文を博士（商
学）の学位を授与するに値すると認めた。 
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